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　地方税法等の一部改正に伴い、住宅借入金等特別税額控除の拡充及び延長、医療費
控除の特例の延長、浸水被害対策のために整備される雨水貯留浸透施設に係る課税標
準の特例割合の設定等を行うものです。

第４３号議案　草加市が管理する市道の構造等の基準に関する条例の一部を改正
　　　　　　　する条例の制定について……………………………………………P.11

　道路構造令の一部改正に鑑み、交通事故の防止等のために必要がある場合に設置す
る交通安全施設の種類に自動運行補助施設を追加するとともに、にぎわいのある道路
空間を構築するための歩行者利便増進道路に係る技術的基準を定めるものです。

第４２号議案　草加市手数料徴収条例等の一部を改正する条例の制定について P.11

　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部改
正に伴い、個人番号カードの再交付手数料を廃止するとともに、市の条例中の同法の
引用条項を整えるものです。

第４１号議案　草加市税条例等の一部を改正する条例の制定について…………P.9

第３７号議案　専決処分の承認を求めることについて[令和３年度草加市一般会計
　　　　　　　補正予算（第１号）]
第３８号議案　専決処分の承認を求めることについて[令和３年度草加市一般会計
　　　　　　　補正予算（第２号）]
第３９号議案　令和３年度草加市一般会計補正予算（第３号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（P.6～8）

令和３年草加市議会６月定例会
提出議案・報告一覧

第３６号議案　専決処分の承認を求めることについて[草加市税条例の一部を改正
　　　　　　　する条例] ……………………………………………………………P.3
　地方税法等の一部改正に伴い、土地に係る固定資産税及び都市計画税の負担調整措
置の適用期限の延長等、軽自動車税の環境性能割の臨時的軽減措置の延長及び見直
し、軽自動車税の種別割のグリーン化特例の見直し等を行うとともに、条文の所要の
整備を行うものです。

第４０号議案　草加市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例の制定
　　　　　　　について………………………………………………………………P.9

　行政不服審査法施行令の一部改正に鑑み、固定資産評価審査委員会の審査に係る審
査申出書及び口述書の押印等を廃止するものです。

議 案
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　草加市児童発達支援センターあおば学園の園舎を建て替えることにより、療育環境
の改善を図るため、本工事の請負契約を締結するものです。

第４５号議案　財産の取得について…………………………………………………P.13

　教育環境の向上及び充実を図るため、市立小中学校の普通教室、特別支援教室等で
使用する大型提示装置等を購入するものです。

第４６号議案　固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めることにつ
　　　　　　　いて
第４７～４９号議案　不当要求行為等・公益通報委員会委員の委嘱につき同意を
　　　　　　　　　　求めることについて
第５０～６３号議案　農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて
第６４・６５号議案  人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（P.14～16）

第６号報告　専決処分の報告について（市道の管理瑕疵による事故の損害賠償）
第７号報告　令和２年度草加市一般会計継続費繰越計算書の報告について
第８号報告　令和２年度草加市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について
第９号報告　令和２年度草加市一般会計事故繰越し繰越計算書の報告について
第１０号報告　令和２年度草加都市計画事業新田駅西口土地区画整理事業特別会計
　　　　　　　繰越明許費繰越計算書の報告について
第１１号報告　令和２年度草加市水道事業会計継続費繰越計算書の報告について
第１２号報告　令和２年度草加市水道事業会計予算繰越計算書の報告について
第１３号報告　令和２年度草加市公共下水道事業会計予算繰越計算書の報告につい
　　　　　　　て
第１４号報告　令和２年度草加市土地開発公社事業報告書及び事業会計決算書の提
　　　　　　　出について
第１５号報告　令和２年度公益財団法人草加市スポーツ協会事業報告書及び決算書
　　　　　　　の提出について
第１６号報告　令和２年度公益財団法人草加市文化協会事業報告書及び決算書の提
　　　　　　　出について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　   （P.16）

第４４号議案　草加市児童発達支援センター建設工事（建築工事）請負契約の締
　　　　　　　結について……………………………………………………………P.13

報 告
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議 案 

第３６号議案 専決処分の承認を求めることについて[草加市税条例の一部を改正する条

例]【市民税課・資産税課 専決処分日：令和３年３月３１日】 

１ 目的 

  地方税法等の一部改正に伴い、土地に係る固定資産税及び都市計画税の負担調整措置

の適用期限の延長等、軽自動車税の環境性能割の臨時的軽減措置の延長及び見直し、軽

自動車税の種別割のグリーン化特例の見直し等を行うとともに、条文の所要の整備を行

うものです。 

２ 内容 

⑴ 土地に係る固定資産税・都市計画税の負担調整措置の適用期限の延長等 

 ア 平成３０年度から令和２年度まで行われていた土地に係る税額の算定方法（※）

を令和３年度から令和５年度まで引き続き適用（３年延長）します。 

 

 （※）土地に係る基本的な税額の算定方法（イメージ）  令和３～５年度も適用 

 

固定資産 

評価額 

 
課税標準額 × 税率 ＝ 税額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・固定資産評価基準により算出 
 ※３年ごとに評価替え 
（それ以外の年度は原則据置） 
 ※地価公示価格の７割を目途 

標準税率 
1.4％ 

○負担調整措置（現行と同様の適用を令和３年度から令和

５年度まで３年間延長） 

・１月１日から７月１日までの半年間の変動率を評価額に

反映させるための措置（下落修正措置） 

・価格の変動に伴う税負担の激変を緩和するための措置 
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 イ 上記アのとおり負担調整措置の適用期限の延長を行った上で、令和３年度に限り、

土地の税額について次のとおり措置を講じます。 

 

 ウ 土地に係る都市計画税についても、固定資産税と同様の取扱いとします。 

⑵ 生産性革命の実現に向けた償却資産等に係る固定資産税の課税標準の特例措置の延長 

 新型コロナウイルス感染症の影響を受けながらも新規に設備投資を行う中小事業者

等を支援する観点から、生産性革命の実現に向けた償却資産等に係る固定資産税の課

税標準の特例（特例率０）について、適用期限を２年間延長し、令和４年度までとし

ます。 

   【設備投資の対象資産】 

   ・機械及び装置、器具及び備品、工具、建物附属設備（平成３０年４月１日以降に 

    取得したもの） 

   ・事業用家屋（令和２年４月３０日以降に取得したもの） 

   ・構築物（令和２年４月３０日以降に取得したもの） 

 

⑶ 軽自動車税の環境性能割の臨時的軽減措置の延長・見直し 

 ア 軽自動車を取得した場合に課税される環境性能割の税率（自家用乗用車）の臨時

的軽減措置（※）の対象となる取得期間を延長します。 

項目 改正前 改正後 

軽減措置の対象

となる取得期間 

令和元年10月1日～ 

令和3年3月31日まで 

令和3年12月31日まで 

（９か月延長） 
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（※）軽自動車税の環境性能割の臨時的軽減措置の内容 

   次のとおり税率を１％軽減するものです。 

軽減前税率 臨時的軽減措置 

非課税 非課税（変更なし） 

１％ 非課税 

２％ １％ 

 イ 環境性能割の税率の適用区分を次のとおり新たな燃費基準に見直します。 

【乗用車の場合】 

令和元年度、令和２年度 令和３年度、令和４年度 自家用 営業用 

電気自動車 

天然ガス自動車 

電気自動車 

天然ガス自動車 
非課税 非課税 

令和２年度燃費基準 

＋１０％達成 

令和１２年度燃費基準 

７５％達成 
非課税 非課税 

令和２年度燃費基準達成 
令和１２年度燃費基準 

６０％達成 
１％ ０．５％ 

平成２７年度燃費基準 

＋１０％達成 

令和１２年度燃費基準 

５５％達成 
２％ １％ 

上記以外 
上記以外又は令和２年度

燃費基準未達成 
２％ ２％ 

 （自家用については、臨時的軽減期間は１％分軽減） 

⑷ 軽自動車税の種別割のグリーン化特例（軽課）の見直し 

   令和４年度・令和５年度課税において、次のとおり営業用乗用車については令和２

年度燃費基準から令和１２年度燃費基準への切り替えを行い、軽貨物自動車について

は電気自動車等に適用対象を限定します。 

【営業用乗用】 

平成３０年度～令和３年度 

H29.4.1～R3.3.31 取得分 

令和４年度、令和５年度 

R3.4.1～R5.3.31 取得分 
税率 

電気自動車 

天然ガス自動車 

電気自動車 

天然ガス自動車 
７５％軽減 

令和２年度燃費基準 

＋３０％達成 

令和１２年度燃費基準 

９０％達成 
５０％軽減 

令和２年度燃費基準 

＋１０％達成 

令和１２年度燃費基準 

７０％達成 
２５％軽減 
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 【貨物用】 

平成３０年度～令和３年度 

H29.4.1～R3.3.31 取得分 

令和４年度、令和５年度 

R3.4.1～R5.3.31 取得分 
税率 

電気自動車 

天然ガス自動車 

電気自動車 

天然ガス自動車 
７５％軽減 

平成２７年度燃費基準 

＋３５％達成 

適用なし 
５０％軽減 

平成２７年度燃費基準 

＋１５％達成 

適用なし 
２５％軽減 

⑸ その他 

   地方税法の一部改正に伴い、条文中の同法の引用条項を整える所要の整備等を行い

ます。 

３ 施行期日 

 令和３年４月１日 

＜影響等＞ 

 ⑴ 軽自動車税の環境性能割の臨時的軽減措置 

 約４２０万円の減収 

 ⑵ 軽自動車税の種別割のグリーン化特例の見直し 

 約１１万円の増収 

 

第３７号議案 専決処分の承認を求めることについて[令和３年度草加市一般会計補正予

算（第１号）]【専決処分日：令和３年４月１２日】 

88,958,000千円

509,269千円

89,467,269千円

　歳　入 (千 円)

款 補　正　額

△ 27,358

192,130

382,586

△ 28,326

△ 9,763

合　  計 509,269

１８　繰入金 △ 38,089

・財政調整基金繰入金

④新型コロナウイルス感染症緊急対策基金繰入金

　　補正後の歳入・歳出予算額　   　　   

補正予算の主な内容

※丸番号については、歳入の特定財源及び歳出の充当先事業を表したものです。

　    　主　　　な　　　内　　　容

１４　国庫支出金  547,358

①新型コロナウイルスワクチン接種対策費負担金

②母子家庭等対策総合支援事業費補助金

③新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金

　　補正前の歳入・歳出予算額　   　　   

　　歳入・歳出補正予算額　　　　    　  　
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　歳　出 (千 円)

款 補　正　額 特定財源

 ３ 民生費 192,130 ② 192,130

 ４ 衛生費 317,139 ①③④ 317,139

合　  計 509,269

・新型コロナウイルスワクチン接種事業
　［新型コロナウイルス対策課］

・ひとり親家庭等支援事業[子育て支援課]

　    　主　　　な　　　内　　　容

 

 

第３８号議案 専決処分の承認を求めることについて[令和３年度草加市一般会計補正予

算（第２号）] 【専決処分日：令和３年５月２０日】 

89,467,269千円

85,700千円

89,552,969千円

　歳　入 (千 円)

款 補　正　額

１４　国庫支出金  85,700 85,700

合　  計 85,700

　歳　出 (千 円)

款 補　正　額 特定財源

 ４ 衛生費 85,700 ① 85,700

合　  計 85,700

　　補正前の歳入・歳出予算額　   　　   

　　歳入・歳出補正予算額　　　　    　  　

補正予算の主な内容

※丸番号については、歳入の特定財源及び歳出の充当先事業を表したものです。

　    　主　　　な　　　内　　　容

①新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金

　    　主　　　な　　　内　　　容

・新型コロナウイルスワクチン接種事業
　［新型コロナウイルス対策課］

　　補正後の歳入・歳出予算額　   　　   
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第３９号議案 令和３年度草加市一般会計補正予算（第３号） 

89,552,969千円

248,491千円

89,801,460千円

　歳　入 (千 円)

款 補　正　額

242,000

330

898

1,056

１８　繰入金 3,207 3,207

２０　諸収入 1,000 1,000

合　  計 248,491

　歳　出 (千 円)

款 補　正　額 特定財源

3,207

⑤ 1,000

② 330

① 242,000

④ 1,056

③ 898

合　  計 248,491

　　補正前の歳入・歳出予算額　   　　   

　　歳入・歳出補正予算額　　　　    　  　

　　補正後の歳入・歳出予算額　   　　   

補正予算の主な内容

・町会・自治会活動促進事業[みんなでまちづくり課]

　    　主　　　な　　　内　　　容

①母子家庭等対策総合支援事業費補助金

③学校安全総合支援事業委託金

④道徳教育の抜本的改善・充実に係る支援事業委託金

※丸番号については、歳入の特定財源及び歳出の充当先事業を表したものです。

・財政調整基金繰入金

⑤自治総合センターコミュニティ助成金（みんなでまちづくり課）

　    　主　　　な　　　内　　　容

②事務費交付金

 １０ 教育費 1,954

・豊かな心推進事業[指導課]

・学校応援団推進事業[指導課]

242,330

・国民年金制度の推進[保険年金課]

242,330

 ２ 総務費 4,207

・文書法規事務[庶務課]

１５　県支出金  1,954

１４　国庫支出金  

・ひとり親家庭等支援事業［子育て支援課］

 ３ 民生費
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第４０号議案 草加市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例の制定について

【庶務課】 

１ 目的及び内容 

行政不服審査法施行令の一部改正に鑑み、固定資産評価審査委員会の審査に係る審査

申出書及び口述書の押印等を廃止するものです。 

２ 施行期日 

  公布の日から施行します。 

 

第４１号議案 草加市税条例等の一部を改正する条例の制定について【市民税課・資産税課】 

１ 目的 

地方税法等の一部改正に伴い、住宅借入金等特別税額控除の拡充及び延長、医療費控

除の特例の延長、浸水被害対策のために整備される雨水貯留浸透施設に係る課税標準の

特例割合の設定等を行うものです。 

２ 内容 

 ⑴ 住宅借入金等特別税額控除の拡充・延長（個人市民税） 

 住宅借入金等特別税額控除（所得税から控除しきれなかった額を個人住民税から控

除するもの）について、所得税において新たな契約期限、入居期限及び面積要件が設

けられ、１０年の控除期間を１３年としていた特例が延長されたことから、個人住民

税についても同様に改正します。 

【住宅借入金等特別控除の控除期間の特例措置の適用要件】 

契約期限 

注文住宅  

令和2年9月末までに契約 

分譲・既存住宅  

令和2年11月末までに契約 

注文住宅  

令和2年10月から令和3年9月末までに契約 

分譲・既存住宅  

令和2年12月から令和3年11月末までに契約 

入居期限 令和3年末までの入居 令和4年末までの入居 

面積要件 50㎡以上 
40㎡以上 

※40㎡～50㎡は合計所得金額1,000万円以下 

控除期間 １３年 １３年 

 ⑵ 医療費控除の特例（セルフメディケーション税制）の延長（個人市民税） 

 特定一般用医薬品等の購入費を支払った場合の医療費控除の特例（セルフメディケ

ーション税制（※））について、令和４年度までの適用期限を５年延長し、令和９年

度までとします。 
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項目 改正前 改正後 

適用期間 平成30年度～令和4年度 令和5年度～令和9年度 

（※）セルフメディケーション税制 

 健康の維持増進及び疾病の予防として一定の取組を行っている個人が、スイッチＯ

ＴＣ医薬品（要指導医薬品・一般医薬品のうち医療用から転用された医薬品）を年間

12,000円以上購入した場合に、その購入費用（年間10万円を限度）のうち12,000円を

超える額について所得控除を受けることができるもの（通常の医療費控除との選択制） 

 ⑶ 浸水被害対策のために整備される雨水貯留浸透施設に係る課税標準の特例割合の設

定（固定資産税） 

 関連法（特定都市河川浸水被害対策法又は下水道法）の規定により都道府県又は市

の認定を受け、民間事業者等が取得した雨水貯留浸透施設（※）について、令和６年

３月３１日までの特例措置として、償却資産に係る固定資産税の課税標準を、価格に

３分の１を乗じて得た額とします。 

（※）雨水貯留浸透施設 

   雨水を一時的に貯留し、又は地下に浸透させるなど、河川への雨水流出量を抑

制するための雨水貯留施設（地下貯留施設、雨水利用施設、公園・校庭貯留施設

など）及び雨水浸透施設（雨水浸透ます、透水性アスファルト舗装など） 

 ⑷ その他 

ア 国外居住親族の扶養に係る取扱いの見直しとして、令和２年度税制改正に伴い、

個人市民税の均等割及び所得割の非課税限度額の判定に用いる扶養親族の範囲から、

原則３０歳以上７０歳未満の国外に居住する親族を除くものとします。（個人市民

税） 

イ 条文中に引用する条項及び語句を整えるとともに、その他所要の整備を行います。 

３ 施行期日 

 公布の日から施行します。ただし、次に掲げるものについては、当該期日から施行し

ます。 

ア 医療費控除の特例の延長 令和４年１月１日 

イ 国外居住親族の扶養に係る取扱いの見直し 令和６年１月１日 

ウ 雨水貯留浸透施設に係る課税標準の特例割合の設定 特定都市河川浸水被害対策法

等の一部を改正する法律の施行の日 
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＜影響等＞ 

 ⑴ 医療費控除の特例の延長 

 約１２万円の減収 

 ⑵ 雨水貯留浸透施設に係る課税標準の特例割合の設定 

 草加市は、関連法の規定による区域等に該当していないため、現在、特例措置の対

象はありません。 

 

第４２号議案 草加市手数料徴収条例等の一部を改正する条例の制定について【市民課】 

１ 目的及び内容 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部改正

に伴い、個人番号カードの再交付手数料を廃止するとともに、市の条例中の同法の引用

条項を整えるものです。 

２ 施行期日 

 令和３年９月１日から施行します。 

＜影響等＞ 

 制度上、個人番号カード再交付手数料が市の歳入から除外され、地方公共団体情報シス

テム機構（Ｊ－ＬＩＳ）が収納する手数料となりますが、市は、Ｊ－ＬＩＳから手数料の

徴収を委託され、市民は、引き続き市民課窓口で手数料（８００円）を支払うため、市民

への影響はありません。 

 

第４３号議案 草加市が管理する市道の構造等の基準に関する条例の一部を改正する条例

の制定について【道路整備課】 

１ 目的 

道路構造令の一部改正に鑑み、交通事故の防止等のため必要がある場合に設置する交

通安全施設の種類に自動運行補助施設を追加するとともに、にぎわいのある道路空間を

構築するための歩行者利便増進道路に係る技術的基準を定めるものです。 

２ 内容 

 ⑴ 交通安全施設の種類の追加 

 次のとおり自動運転車等の運行を補助する施設を交通安全施設として位置付けます。 
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交通安全施設 

道路において、交通事故の防止を図り、又は歩行者・自転車の安全な通行を確保

する必要がある場合に設置する施設 

 柵、照明施設、視線誘導標、その他（道路標識、ミラー等） 

 

  追加 

 自動運行補助施設 

 電磁誘導線、磁気マーカ等を路面下に設置し、自動運転車等の運行を 

 補助するもの 

   道路管理者が設置する場合：道路附属物 

   民間事業者等が設置する場合：道路の占用 

    （国方針により令和１３年まで占用料は免除） 

⑵ 歩行者利便増進道路に係る基準の設定 

  道路管理者が、にぎわいのある道路空間を構築する目的で、区間を定めて歩行者利

便増進道路（歩行者が安全・快適に通行、滞留できる空間の構築が可能となる道路区

間）を指定する場合の技術的基準を次のとおり定めます。 

【歩行者利便増進道路の基準】 

・ 歩行者利便増進道路の歩道・自転車歩行者道、又は歩行者利便増進道路に指

定した自転車歩行者専用道路・歩行者専用道路には、歩行者の滞留の用に供す

る部分を設けるものとします。 

・ 必要があると認めるときは、街灯、ベンチその他の歩行者の利便に関する工

作物、物件又は施設を設けるものとします。 

・高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に規定された道路移動

等円滑化基準に適合する構造（例：段差の解消、幅員の確保など）とするもの

とします。 

３ 施行期日 

 公布の日から施行します。 

＜影響等＞ 

 自動運転技術についてはその開発・普及途上であることから、現在のところ自動運行補

助施設の設置予定はなく、また、市内における歩行者利便増進道路の指定に関する予定、

事前相談等もありません。（なお、歩行者利便増進道路の指定に当たっては、移動等円滑

化基準に適合する路線の選定や、警察との協議、関係部局との調整が必要となります。） 
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第４４号議案 草加市児童発達支援センター建設工事（建築工事）請負契約の締結につい

て【契約課・子育て支援センター】 

１ 目的 

  草加市児童発達支援センターあおば学園の園舎を建て替えることにより、療育環境の

改善を図るため、本工事の請負契約を締結するものです。 

２ 契約方法：随意契約 

３ 契約の金額：５０６，０００，０００円 

４ 契約の相手方：ムサシ・彩光特定建設工事共同企業体 

         代表構成員 埼玉県草加市吉町五丁目１番２号 

               ムサシ建設工業株式会社 

                代表取締役 井 上 将 人 

         構 成 員 埼玉県草加市栄町三丁目４番３号 

               株式会社彩光建設 

                代表取締役 高 野 正 志 

５ 工事概要 

⑴ 工事場所：草加市青柳六丁目３４５８番１ 

⑵ 敷地面積：２３３３．６７㎡ 

⑶ 建築面積：９２３．８５㎡（駐輪場を除く。）（駐輪場面積 １０．２３㎡） 

⑷ 延床面積：１３５９．６５㎡（駐輪場を除く。）（駐輪場面積 ２０．２５㎡） 

⑸ 構造規模：鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造） ２階 

⑹ 建物高さ：９．９０ｍ 

⑺ その他：駐車場台数 送迎用１０台、来客用３台、送迎バス用２台 

      駐輪場台数 １８台 

６ 工期：本契約締結の日から令和４年９月９日まで 

７ 入札：公告年月日 令和３年４月１３日 

   開 札 日 時 令和３年５月２０日 午前１０時 

   見 積 日 令和３年５月２１日 

 

第４５号議案 財産の取得について【契約課・指導課】 

１ 目的 

教育環境の向上及び充実を図るため、市立小中学校の普通教室、特別支援教室等で使

用する大型提示装置等を購入するものです。 
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２ 取得財産：大型提示装置等 

       内訳 大型提示装置 ６０２台、反射防止フィルム（パネル） 

          ＴｙｐｅＣ ＡＶアダプタ、ＨＤＭＩケーブル、ディスプレイスタンド 

３ 取得価格：１４３，０４９，０６０円 

４ 契約の相手方：埼玉県草加市青柳八丁目２５番９号 

         株式会社サクノ電気 

          代表取締役 沼 澤 弘 典 

５ 入札：公告年月日 令和３年４月１４日 

   入 札 日 時 令和３年５月１３日 午前１０時 

 

第４６号議案 固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めることについて【職

員課】 

固定資産評価審査委員会委員木村忠義氏は、令和３年６月３０日をもって任期満了とな

るので、引き続き同氏を固定資産評価審査委員会委員に選任したく、地方税法第４２３条

第３項の規定により、議会の同意を求めるものです。 

 

第４７号議案 不当要求行為等・公益通報委員会委員の委嘱につき同意を求めることにつ

いて【職員課】 

不当要求行為等・公益通報委員会委員柳重雄氏は、令和３年６月３０日をもって任期満

了となるので、引き続き同氏を不当要求行為等・公益通報委員会委員に委嘱したく、草加

市政における公正な職務執行の確保に関する条例第３条第３項の規定により、議会の同意

を求めるものです。 

 

第４８号議案 不当要求行為等・公益通報委員会委員の委嘱につき同意を求めることにつ

いて【職員課】 

 不当要求行為等・公益通報委員会委員菅沼博文氏は、令和３年６月３０日をもって任期

満了となるので、引き続き同氏を不当要求行為等・公益通報委員会委員に委嘱したく、草

加市政における公正な職務執行の確保に関する条例第３条第３項の規定により、議会の同

意を求めるものです。 
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第４９号議案 不当要求行為等・公益通報委員会委員の委嘱につき同意を求めることにつ

いて【職員課】 

 不当要求行為等・公益通報委員会委員大木健司氏は、令和３年６月３０日をもって任期

満了となるので、引き続き同氏を不当要求行為等・公益通報委員会委員に委嘱したく、草

加市政における公正な職務執行の確保に関する条例第３条第３項の規定により、議会の同

意を求めるものです。 

 

第５０号議案～第６３号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて【職

員課】 

令和３年８月３１日をもって任期満了となる農業委員会委員に次の者を任命したいので、

農業委員会等に関する法律第８条第１項の規定により、議会の同意を求めるものです。 

氏  名 備  考 

石関博幸氏 

農業者 

井上曻氏 

鈴木裕介氏 

篠宮健次郎氏 

田中光彦氏 

豊田恭市氏 

豊田林一氏 

中村隆氏 

蓮沼泰文氏 

舩渡政道氏 

横山勲氏 

横山伸夫氏 

渡邊明男氏 

土佐一仁氏 利害関係を有しない者（弁護士） 

第６４号議案 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて【職員課】 

人権擁護委員谷古宇孝氏は、令和３年９月３０日をもって任期満了となるので、引き続

き同氏を人権擁護委員に推薦したく、人権擁護委員法第６条第３項の規定により、議会の

意見を求めるものです。 
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第６５号議案 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて【職員課】 

人権擁護委員冨岡綾子氏は、令和３年９月３０日をもって任期満了となるので、引き続

き同氏を人権擁護委員に推薦したく、人権擁護委員法第６条第３項の規定により、議会の

意見を求めるものです。 

 

 

報 告 

第６号報告 専決処分の報告について（市道の管理瑕疵による事故の損害賠償） 

１ 事故の概要 

 令和３年４月９日午前６時頃、通行者が自動車で市道２１０８２号線を走行中、草加

市八幡町１１２７番地７地先において、舗装から突き出ていた鋼線の上を通行し、車両

を損傷したものです。 

２ 損害賠償の額 

  ２２，７８０円 

  （物件損害賠償・道路賠償責任保険により全額補填・過失割合 市：１０割） 

３ 専決処分日 

  令和３年５月１４日 

 

第７号報告 令和２年度草加市一般会計継続費繰越計算書の報告について 

第８号報告 令和２年度草加市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について 

第９号報告 令和２年度草加市一般会計事故繰越し繰越計算書の報告について 

第１０号報告 令和２年度草加都市計画事業新田駅西口土地区画整理事業特別会計繰越明

許費繰越計算書の報告について 

第１１号報告 令和２年度草加市水道事業会計継続費繰越計算書の報告について 

第１２号報告 令和２年度草加市水道事業会計予算繰越計算書の報告について 

第１３号報告 令和２年度草加市公共下水道事業会計予算繰越計算書の報告について 

第１４号報告 令和２年度草加市土地開発公社事業報告書及び事業会計決算書の提出につ

いて 

第１５号報告 令和２年度公益財団法人草加市スポーツ協会事業報告書及び決算書の提出

について 

第１６号報告 令和２年度公益財団法人草加市文化協会事業報告書及び決算書の提出につ

いて 


